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＜第Ⅱ章 米国のイノベーション創出力＞ 
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＜第Ⅲ章 米国のプラットフォーム構築力＞ 

 
２．各産業／企業にみるプラットフォーム構築事例 
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＜第Ⅳ章 TPP日米個別交渉＞ 
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FDA （http://www.fda.gov/） 
PMDA （http://www.pmda.go.jp/） 

METIS （http://www.jfmda.gr.jp/metis/index.html） 
首相官邸 （http://www.kantei.go.jp/） 
文部科学省 （http://www.mext.go.jp/） 

日本学術振興会 （http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/） 
Kaiser Family Foundation （http://kff.org/） 
UPMC （http://www.upmc.com/） 

US CENSUS （http://www.census.gov/） 
CMS ）http://www.cms.gov/） 

 

【Focus5】 社会保障の観点から見た米国医療制度 
―特にオバマケアについて― 

天野拓「オバマの医療改革」勁草書房 

日本貿易振興機構「医療保険制度（ヘルスケア）改革法が 

産業界に与える影響」 
CBO （http://www.cbo.gov/） 

CMS （http://www.cms.gov/） 
Kaiser Family Foundation （http://kff.org/） 
US CENSUS （http://www.census.gov/） 

 
３．米国ピックアップトラック産業 

日本自動車工業会「世界自動車統計年報」 

WARD’s, AUTOMOTIVE YEAR BOOK 

WardsAuto.com （http://wardsauto.com/） 
Automotive News （http://www.autonews.com/） 

Keith Bradsher, High and Mighty, PublicAffairs 

日本自動車工業会（http://www.jama.or.jp/） 
経済産業省（http://www.meti.go.jp/） 

JETRO（http://www.jetro.go.jp/） 
 

４．米国の地域戦略 

A.サクセニアン「現代の二都物語 なぜシリコンバレーは復活し 

ボストン・ルート 128は沈んだか」（1994） 
R.フロリダ「クリエイティブ資本論」（2002）ダイヤモンド社 

福嶋路「ハイテク・クラスターの形成とローカル・イニシアティブ  

テキサス州オースティンの奇跡はなぜ起こったのか」東北大学出版会 

マイケル・E・ポーター「国の競争優位（上）（下）」ダイヤモンド社 

「競争戦略論Ⅰ」ダイヤモンド社 

「競争戦略論Ⅱ」ダイヤモンド社 

宮田由紀夫「アメリカのイノベーション政策  

科学技術への公共投資から知的財産化へ」昭和堂 

「アメリカにおける大学の地域貢献  

産学連携の事例研究」中央経済社 

寄本勝実「自治の形成と市民 ピッツバーグ市政研究」東京大学出版会 

佐藤学「米国型自治の行方 

―ピッツバーグ都市圏自治体破綻の研究―」敬文堂 

服部圭郎「衰退を克服したアメリカ中小都市のまちづくり」学芸出版会 

石倉洋子・藤田昌久・前田昇・金井一頼・山崎朗 

「日本の産業クラスター戦略 地域における競争優位の確立」有斐閣 


